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(57)【要約】
【課題】筐体の状態変化に起因するアンテナの共振周波
数の変動を低減して、通信状態の安定化を図ることがで
きる携帯電子機器を提供すること。
【解決手段】携帯電話機１は、操作部側筐体２には、ア
ンテナ４１が配設され、また、表示部側筐体３には、電
子部品５１と、電子部品５１に電気的に接続され、アン
テナ４１の共振周波数ｆｃを調整する調整回路５２とが
配設されている。ヒンジ部４は、アンテナ４１と電子部
品５１とが容量結合される第１の状態（閉状態）と、ア
ンテナ４１と電子部品５１とが容量結合される程度が小
さい、又は容量結合されない第２の状態（開状態）と、
の間を自在に変化するように操作部側筐体２と表示部側
筐体３とを連結する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の筐体と、
　前記第１の筐体に配設されたアンテナと、
　第２の筐体と、
　前記第２の筐体に配設された電子部品と、
　前記アンテナと前記電子部品とが容量結合される第１の状態と、前記アンテナと前記電
子部品とが容量結合される程度が小さい、又は容量結合されない第２の状態との間を自在
に変化するように前記第１の筐体と前記第２の筐体とを連結する連結部と、
　前記電子部品に電気的に接続され、前記第１の状態と前記第２の状態とに応じて前記ア
ンテナの共振周波数を調整する調整回路と、を有することを特徴とする携帯電子機器。
【請求項２】
　前記第１の状態又は前記第２の状態を検出する検出手段と、
　前記検出手段により前記第１の状態が検出されると前記調整回路と前記電子部品とを電
気的に接続し、前記検出手段により前記第２の状態が検出されると前記調整回路と前記電
子部品と電気的に切断するスイッチと、を有することを特徴とする請求項１に記載の携帯
電子機器。
【請求項３】
　前記電子部品は、前記第１の状態において前記アンテナに対向するように前記第１の筐
体内の所定の場所に配設される、ことを特徴とする請求項１又は２に記載の携帯電子機器
。
【請求項４】
　前記アンテナは、金属部を有し、
　前記金属部は、前記電子部品の形状又は大きさに対応して形成される、ことを特徴とす
る請求項３に記載の携帯電子機器。
【請求項５】
　前記電子部品は、音声出力機能、光放出機能又は文字情報等表示機能その他の情報報知
機能により所定の情報を前記第２の筐体の外部に報知するように構成されており、
　前記連結部は、前記第１の状態においては、前記第２の筐体における前記電子部品の前
記情報報知機能により前記所定の情報の報知が行われる領域が前記第１の筐体により閉塞
されるように前記第１の筐体と前記第２の筐体とを連結する、ことを特徴とする請求項２
に記載の携帯電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、外部と通信を行うアンテナが搭載されている携帯電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話機は、ヒンジ機構を介してキー側筐体とディスプレイ（例えば、ＬＣＤ（Ｌｉ
ｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）により構成されている）側筐体の二つ折り
タイプ（フォルダタイプ）が主流となっている。このような携帯電話機の場合、通信・通
話用のメインアンテナは、キー側筐体の端部、又はキー側筐体とディスプレイ側筐体が接
続されているヒンジ機構付近に配置される。
【０００３】
　ここで、メインアンテナ１０３がキー側筐体の端部（ヒンジ部１０４に連結されていな
い側の端部）に内蔵されている場合には、携帯電話機１００のキー側筐体１０１とディス
プレイ側筐体１０２とが向き合っている状態（閉状態）と（図１４（ａ）を参照。）、携
帯電話機１００のキー側筐体１０１とディスプレイ側筐体１０２とが外部に露出されてい
る状態（開状態）とにおいて（図１４（ｂ）を参照。）、メインアンテナ１０３の共振周
波数ｆｃが変化してしまう。
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【０００４】
　このようにメインアンテナ１０３の共振周波数ｆｃが変化する理由は、携帯電話機１０
０の状態が開状態においては、ディスプレイ側筐体１０２に配されているマイク等の電子
部品に近接されることはないが、携帯電話機１００の状態が閉状態においては、メインア
ンテナ１０３と、ディスプレイ側筐体１０２に配されているマイク等の当該電子部品とが
近接し、メインアンテナ１０３と当該電子部品間におけるＣ成分（容量成分）が変動（増
加）するためである。
【０００５】
　ここで、共振周波数ｆｃは、（３）式によって決定されるため、Ｃ成分が変動すると共
振周波数ｆｃが変動してしまう。
ｆｃ＝１／２π√（ＬＣ）・・・（３）
【０００６】
　このようにして、携帯電話機１００の状態が開状態と閉状態とにおいて共振周波数ｆｃ
が変動すると、受信感度の低減につながってしまう。なお、図１５に携帯電話機１００の
閉状態時のリターンロスと開状態時のリターンロスとを比較したときの様子を示す。
【特許文献１】特開２０００－１３８５２２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、近年、携帯電話機は、更なる小型・薄型化の傾向が強くなってきている。そ
して、携帯電話機が薄くなればなるほど、携帯電話機の開状態と閉状態とにおけるメイン
アンテナの共振周波数の変化が大きくなってしまい、通信状態の安定化を図ることが困難
となる。
【０００８】
　ここで、アンテナ特性への影響を回避する技術が提案されている特許文献１を応用して
、携帯電話機の開状態と閉状態とにおけるメインアンテナの共振周波数の変動を防止する
場合には、メインアンテナの共振周波数を調整する調整回路をメインアンテナに直接接続
する構成が考えられる。
【０００９】
　しかしながら、このように構成すると、調整回路をメインアンテナに直接接続する必要
があり、部品のレイアウトの非効率化が生じてしまう。
【００１０】
　本発明では、上述のような課題に鑑みてなされたものであり、その目的の一つは、部品
レイアウトの非効率化の問題を解消しつつ、筐体の状態変化に起因するアンテナの共振周
波数の変動を低減して、通信状態の安定化を図ることができる携帯電子機器を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明に係る携帯電子機器は、上記課題を解決するために、第１の筐体と、前記第１の
筐体に配設されたアンテナと、第２の筐体と、前記第２の筐体に配設された電子部品と、
前記アンテナと前記電子部品とが容量結合される第１の状態と、前記アンテナと前記電子
部品とが容量結合される程度が小さい、又は容量結合されない第２の状態との間を自在に
変化するように前記第１の筐体と前記第２の筐体とを連結する連結部と、前記電子部品に
電気的に接続され、前記第１の状態と前記第２の状態とに応じて前記アンテナの共振周波
数を調整する調整回路と、を有することを特徴とする。
【００１２】
　また、上記携帯電子機器では、前記第１の状態又は前記第２の状態を検出する検出手段
と、前記検出手段により前記第１の状態が検出されると前記調整回路と前記電子部品とを
電気的に接続し、前記検出手段により前記第２の状態が検出されると前記調整回路と前記
電子部品と電気的に切断するスイッチと、を有することが好ましい。
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【００１３】
　また、上記携帯電子機器では、前記電子部品は、前記第１の状態において前記アンテナ
に対向するように前記第１の筐体内の所定の場所に配設される、ことが好ましい。
【００１４】
　また、上記携帯電子機器では、前記アンテナは、金属部を有し、前記金属部は、前記電
子部品の形状又は大きさに対応して形成される、ことが好ましい。
【００１５】
　また、上記携帯電子機器では、前記電子部品は、音声出力機能、光放出機能又は文字情
報等表示機能その他の情報報知機能により所定の情報を前記第２の筐体の外部に報知する
ように構成されており、前記連結部は、前記第１の状態においては、前記第２の筐体にお
ける前記電子部品の前記情報報知機能により前記所定の情報の報知が行われる領域が前記
第１の筐体により閉塞されるように前記第１の筐体と前記第２の筐体とを連結する、こと
が好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、部品レイアウトの非効率化の問題を解消しつつ筐体の状態変化に起因
するアンテナの共振周波数の変動を低減して、通信状態の安定化を図ることができる携帯
電子機器を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明を実施するための最良の形態について、図面を参照しながら説明する。な
お、以下に説明する一実施形態は、本発明に係る電子機器を携帯電話機に適用したもので
あるが、本発明は、携帯電話機に限定されるものではなく、携帯電話機以外の携帯電子機
器、例えば、ポータブルゲーム機、ポータブルナビゲーション装置、ＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏ
ｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｔ）、ノートパソコン、操作部を備えるＥＬ
ディスプレイ又は液晶ディスプレイ等にも適用可能である。
【００１８】
　まず、本発明の一実施形態の携帯電話機１における外観的な基本構造について、図１及
び図２を参照しながら説明する。
【００１９】
　図１は、本実施形態の携帯電話機１を開いた状態の斜視図である。図２は、本実施形態
の携帯電話機１について、操作部側筐体２（第１の筐体）と表示部側筐体３（第２の筐体
）とを、ヒンジ部４（連結部）の開閉軸Ｘ（回転軸）を中心に閉回転し、閉じた状態の平
面図である。
【００２０】
　携帯電話機１は、図１及び図２に示すように、第１筐体である表示部側筐体３と、第２
筐体である操作部側筐体２とを備える。操作部側筐体２と表示部側筐体３とは、例えば、
２軸ヒンジ機構を備えるヒンジ部４を介して連結されており、携帯電話機１を開状態及び
閉状態等に変形可能なように構成されている。
【００２１】
　すなわち、ヒンジ部４は、操作部側筐体２と表示部側筐体３とを、開閉軸Ｘを中心に任
意の角度で開閉可能に連結している。また、図示しないが、ヒンジ部４は、操作部側筐体
２と表示部側筐体３とを、回動軸を中心に任意の角度に回動可能に連結している。
【００２２】
　ここで、閉状態（図２を参照。）とは、操作部側筐体２と表示部側筐体３が互いに重な
るように配置された状態であり、開状態（図１を参照。）とは、操作部側筐体２と表示部
側筐体３が互いに重ならないように配置された状態をいう。
【００２３】
　操作部側筐体２は、その外面がフロントケース２ａ及びリアケース２ｂを主体として構
成されている。操作部側筐体２は、そのフロントケース２ａ側に、操作キー群１１と、携
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帯電話機１の使用者が通話時に発した音声が入力される音声入力部１２とがそれぞれ露出
して構成されている。ここで、操作キー群１１は、各種設定、電話帳機能、メール機能等
の各種機能を作動させるための機能設定操作キー１３と、電話番号の数字やメール等の文
字等を入力するためのテンキー等の入力操作キー１４と、各種操作における決定や上下左
右方向のスクロール等を行う決定操作キー１５と、から構成されている。
【００２４】
　また、音声入力部１２は、操作部側筐体２の表面２Ａ側の先端部（ヒンジ部４とは反対
側の端部）近傍に配置されている。
【００２５】
　操作キー群１１を構成する各キーそれぞれには、操作部側筐体２と表示部側筐体３との
開閉状態や、起動されているアプリケーションの種類に応じて所定の機能が割り当てられ
る（キー・アサイン）。携帯電話機１においては、操作キー群１１を構成する各キーが使
用者により押圧されることで、各キーに割り当てられている機能に応じた動作が実行され
る。
【００２６】
　操作部側筐体２の側面には、例えば、外部機器（例えば、ホスト装置）とデータの送受
信を行うためのインターフェース、ヘッドホン／マイク端子、着脱可能な外部メモリのイ
ンターフェース、バッテリを充電するための充電端子が設けられている。
【００２７】
　表示部側筐体３は、その外面がフロントケース３ａ及びリアケース３ｂを主体として構
成されている。フロントケース３ａには、各種情報を表示するための所定形状のディスプ
レイ３０と、通話の相手側における音声を出力する音声出力部３１とが配置されている。
音声出力部３１は、表示部側筐体３の表面３Ａの先端部（ヒンジ部４とは反対側の端部）
近傍に配置されている。
【００２８】
　また、表示部側筐体３のリアケース３ｂには、図２に示すように、各種情報を表示する
ためのサブディスプレイ３２が露出して配置されている。また、ディスプレイ３０及びサ
ブディスプレイ３２は、例えば、液晶パネル、該液晶パネルを駆動する駆動回路、該液晶
パネルの背面側から光を照射するバックライト等の光源部等から構成されている。
【００２９】
　＜内部構造＞
　つぎに、本発明に係る携帯電話機１の内部構造的な構成について図３を用いて説明する
。なお、図３（ａ）は、開状態における携帯電話機１の内部を透過したときの様子を簡略
的に示す図であり、図３（ｂ）は、閉状態における携帯電話機１の内部を透過したときの
様子を簡略的に示す図である。携帯電話機１は、図３に示すように、操作部側筐体２には
、アンテナ４１が配設され、また、表示部側筐体３には、電子部品５１と、電子部品５１
に電気的に接続され、アンテナ４１の共振周波数ｆｃを調整する調整回路５２とが配設さ
れている。
【００３０】
　また、ヒンジ部４は、アンテナ４１と電子部品５１とが容量結合される第１の状態（閉
状態）と（図３（ａ）を参照。）、アンテナ４１と電子部品５１とが容量結合される程度
が小さい、又は容量結合されない第２の状態（開状態）と（図３（ｂ）を参照。）、の間
を自在に変化するように操作部側筐体２と表示部側筐体３とを連結する。
【００３１】
　ここで、共振周波数ｆｃは、（１）式により決定される。
ｆｃ＝１／２π√（ＬＣ）・・・（１）
　本発明では、アンテナ４１と電子部品５１との配置関係に起因して、携帯電話機１の状
態が閉状態である場合と、開状態である場合とで、容量結合が変化するので、当該容量結
合による変化を利用して、アンテナ４１の共振周波数ｆｃの調整を行う。例えば、携帯電
話機１が開状態のときに理想的な共振周波数ｆｃになるように設計した場合に、携帯電話
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機１が閉状態になると容量結合が変化して、（１）式のＣ成分が増加するが、調整回路５
２のＬ成分により当該増加したＣ成分を相殺し、閉状態においても理想的な共振周波数ｆ
ｃを実現する。
【００３２】
　なお、本実施例においては、第１の状態を閉状態とし、第２の状態を開状態として説明
したが、これに限られず、第１の状態を開状態とし、第２の状態を閉状態としても良い。
なお、このような構成の場合には、図４に示すように、アンテナ４１は、ヒンジ部４付近
の操作部側筐体２の端部に配置され、また、電子部品５１は、ヒンジ部４付近の表示部側
筐体３の端部に配置される。また、このような構成に係るヒンジ部４は、図４（Ａ）に示
すように、開状態においてアンテナ４１と電子部品５１との距離ｄ１が近接して容量結合
されるように構成され、また、図４（Ｂ）に示すように、閉状態においてアンテナ４１と
電子部品５１との距離ｄ２が離れて容量結合される程度が小さい、又は容量結合されない
ように構成される。
【００３３】
　このようにして、従来の技術においては、アンテナに直接的に接続される調整回路によ
って第１の状態と第２の状態との状態の変化に伴って変動するアンテナの共振周波数を調
整する他なかったが、本発明によれば、アンテナ４１と容量結合される電子部品５１に直
接電気的に接続された調整回路５２によっても第１の状態と第２の状態との変化に伴って
変動するアンテナ４１の共振周波数ｆｃを調整することができるため、部品レイアウトの
効率化を図ることができ、通信状態の安定化を図ることができる。
【００３４】
　＜スイッチを備える構成＞
　また、アンテナ４１は、例えば、通話・データ通信用に利用される場合には、数百ＭＨ
ｚ～数ＧＨｚの信号により送受信を行い、一方、電子部品５１は、例えば、音声の出力を
行う音声出力部３１により構成される場合には、数十ｋＨｚの信号の処理を行う。したが
って、アンテナ４１と電子部品５１では、扱う周波数帯が大きく異なるため、電子部品５
１に調整回路５２が電気的に接続されても、電子部品５１の使用には影響がないものと考
えられるが、電子部品５１本来の機能が低下する可能性がゼロとは言えない。
【００３５】
　そこで、本発明に係る携帯電話機１は、図５に示すように、第１の状態又は第２の状態
を検出する検出部５３（検出手段）と、検出部５３により第１の状態が検出されると調整
回路５２と電子部品５１とを電気的に接続し、音声信号が供給される信号線Ａと電気的に
切断し、また、検出部５３により第２の状態が検出されると調整回路５２と電子部品５１
と電気的に切断し、音声信号が供給される信号線Ａに電気的に接続するスイッチ５４と、
を有する構成であることが好ましい。
【００３６】
　このように構成されることにより、本発明では、アンテナ４１の共振周波数ｆｃの調整
の必要性の高い第１の状態（閉状態）が検出された場合には、調整回路５２と電子部品５
１とが電気的に接続されるので、上述と同様に、部品レイアウトの効率化を図りつつ、通
信状態の安定化を図ることができ、アンテナ４１の共振周波数ｆｃの調整の必要性が低い
第２の状態（開状態）が検出された場合には、スイッチ５４の切り替えにより調整回路５
２と電子部品５１とが電気的に切断されるので、電子部品５１本来の機能の低下が好適に
抑制される。
【００３７】
　また、上述したように、電子部品５１は、第１の状態（閉状態）においてアンテナ４１
に対向するように表示部側筐体３内の所定の場所に配設される。このような構成によれば
、本発明では、第１の状態（閉状態）における電子部品５１とアンテナ４１との間の容量
結合が強化されるため、調整回路５２によるアンテナ４１の共振周波数ｆｃの調整効率を
向上させることができる。
【００３８】
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　また、アンテナ４１は、エレメント４１ａ（金属部）を有し、当該金属部は、電子部品
５１の形状や大きさに対応して形成される。このような構成によれば、本発明では、第１
の状態（閉状態）におけるアンテナ４１と電子部品５１との間の容量結合が強化されるた
め、調整回路５２によるアンテナ４１の共振周波数ｆｃの調整効率を向上させることがで
きる。
【００３９】
　また、電子部品５１は、音声出力機能（音声出力部３１に相当する）、光放出機能又は
文字情報等表示機能（ディスプレイ３０に相当する）その他の情報報知機能により所定の
情報を表示部側筐体３の外部に報知するように構成されている。なお、電子部品５１は、
情報報知機能に限らず、操作キー群１１であっても良い。
【００４０】
　また、ヒンジ部４は、第１の状態においては、表示部側筐体３における電子部品５１の
情報報知機能により所定の情報の報知が行われる領域が操作部側筐体２により閉塞される
ように操作部側筐体２と表示部側筐体３とを連結する。
【００４１】
　このように構成されることにより、第１の状態（閉状態）においては、電子部品５１本
来の機能が発揮されない、又は利用に適さない状態になる。したがって、本発明では、第
１の状態のときに電子部品５１と調整回路５２が電気的に接続されて電子部品５１が、利
用できない状態となっても、ユーザに対して違和感を与えることがない。
【００４２】
　＜第１の実施例＞
　ここで、本発明の第１の課題（開閉状態に応じてアンテナ４１の共振周波数ｆｃが変動
してしまい、通信状態が不安定になる課題）を解決するための具体的な構成について以下
に詳細に説明する。なお、以下の構成においては、電子部品５１は、音声出力部３１であ
るとし、また、音声出力部３１と調整回路５２とはスイッチ５４を介して電気的に接続さ
れるものとする。
【００４３】
　図６には、携帯電話機１が開状態のときの全体の回路イメージ図を示す。ここで、携帯
電話機１により通話を行う場合には、まず、携帯電話機１を開状態にし、所定の操作を行
って通話状態に入ることにより、通話の相手側から送信されてくる音声が音声出力部３１
から出力される。
【００４４】
　また、図６に示すように、携帯電話機１が開状態においては、アンテナ４１のエレメン
ト４１ａと音声出力部３１とは最も離れた状態になる（図６中の楕円点線で囲った部分Ｓ
１）。なお、携帯電話機１が開状態のときには、音声信号が供給される信号線Ａと音声出
力部３１とが電気的に接続されるようにスイッチ５４が切り替えられる。また、スイッチ
５４の切り替え制御は、不図示の制御部（メインＣＰＵ）により行われる。
【００４５】
　また、図７には、携帯電話機１が閉状態のときのアンテナ４１付近の回路イメージ図を
示す。携帯電話機１が閉状態になったときには、アンテナ４１周辺に電子部品である音声
出力部３１等が近接に配置される。そうすると、アンテナ４１のエレメント４１ａにＣ成
分（容量成分）が付加されることになり（図７中の円点線で囲った部分Ｃ）、図８に示す
ように、携帯電話機１が開状態のときに比べて閉状態のときには、アンテナ４１の共振周
波数ｆｃが変化（低減）してしまう。
【００４６】
　本発明では、このような携帯電話機１の開閉状態に起因して共振周波数ｆｃが変化して
しまう現象を無くす若しくは低減するために、アンテナ４１に音声出力部３１が近接した
ときに、スイッチ５４を切り替えて、アンテナ４１と音声出力部３１との間において積極
的に高周波的な結合をさせる。
【００４７】



(8) JP 2009-206706 A 2009.9.10

10

20

30

40

50

　ここで、図９に携帯電話機１が閉状態のときの全体の回路イメージ図を示す。携帯電話
機１が閉状態のときには、図９に示すように、開状態のとき（図６を参照。）と比べて、
アンテナ４１のエレメント４１ａと音声出力部３１とは最も近づいた状態になる（図９中
の円点線で囲った部分Ｓ２）。また、本実施例においては、携帯電話機１が閉状態のとき
には、音声出力部３１は使用しないものと想定し、スイッチ５４を切り替えて、音声出力
部３１と調整回路５２（例えば、インダクタにより構成されている）とを電気的に接続す
る。
【００４８】
　したがって、アンテナ４１付近に形成される第１の容量結合Ｃ１に係るＣ成分を調整回
路５２により相殺し（図９中の点線で囲った部分Ｘ１）、また、アンテナ４１付近に形成
される第２の容量結合Ｃ２に係るＣ成分を調整回路５２によって相殺することができ（図
９中の点線で囲った部分Ｙ１）、アンテナ４１の共振周波数ｆｃの変化を無くす若しくは
少なくすることができる（図１０を参照。）。また、本発明では、閉状態において使用し
ない音声出力部３１を利用することによりアンテナ４１の共振周波数ｆｃの変化を無くす
若しくは少なくするので、音声出力部３１が利用できなくなったことを使用者に意識させ
ることがない。また、部品コストの増加を伴わず、かつ、部品の占有スペースを低減する
こともできる。
【００４９】
　＜第２の実施例＞
　つぎに、本発明の第２の課題（閉状態において音声出力部３１に影響を与えてしまう課
題）を解決するための具体的な構成について以下に詳細に説明する。なお、以下の構成に
おいては、電子部品５１は、音声出力部３１であるとし、また、音声出力部３１と調整回
路５２とはスイッチ５４を介して電気的に接続されるものとする。また、携帯電話機１が
閉状態において音声出力部３１を使用する場合とは、例えば、表示部側筐体を３のディス
プレイ３０が外側に露出する状態で閉状態にし、録音された音声データを聞くようなケー
スが考えられる。
【００５０】
　図１１には、携帯電話機１が閉状態のときの全体の回路イメージ図を示す。携帯電話機
１が閉状態のときには、スイッチ５４を切り替えて、音声出力部３１と音声信号が供給さ
れる信号線Ａを電気的に接続する。また、信号線Ａは、例えば、信号線をコイル状に巻く
ことにより、コイルＺを形成しておく。
【００５１】
　したがって、アンテナ４１付近に形成される第１の容量結合Ｃ３に係るＣ成分をコイル
Ｚのインダクタにより相殺し（図１１中の点線で囲った部分Ｘ２）、また、アンテナ４１
付近に形成される第２の容量結合Ｃ４に係るＣ成分をコイルＺのインダクタにより相殺す
ることができ（図１１中の点線で囲った部分Ｙ２）、アンテナ４１の共振周波数ｆｃの変
化を無くす若しくは少なくすることができる（図１２を参照。）。また、本発明では、閉
状態において使用しない音声出力部３１を利用することによりアンテナ４１の共振周波数
ｆｃの変化を無くす若しくは少なくするので、音声出力部３１が利用できなくなったこと
を使用者に意識させることがない。また、部品コストの増加を伴わず、かつ、部品の占有
スペースを低減することができる。
【００５２】
　なお、音声信号は、アンテナ４１の使用周波数に比べて周波数が低い（数ｋＨｚ程度）
ので、アンテナ４１の周波数調整に利用するインダクタを追加されたとしても、ほとんど
影響を受けない。したがって、本発明では、携帯電話機１の状態が変化してもアンテナ４
１の共振周波数ｆｃを変化しない若しくは変化を少なくことができるので、アンテナ４１
による通信品質を安定化させることができ、かつインダクタを追加した影響を音声信号に
与えない。したがって、本発明では、第２の課題を解決し、携帯電話機１の状態が閉状態
においても、アンテナ４１による通信を好適に維持しながら、好適に音声出力部３１を利
用することができる。
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【００５３】
　＜音声出力部３１とアンテナ４１の構成＞
　つぎに、音声出力部３１とアンテナ４１の具体的な配置関係及び構成について図１３を
用いて説明する。図１３は、携帯電話機１の状態が閉状態におけるアンテナ４１と音声出
力部３１の位置関係を示している。また、携帯電話機１は、閉状態のときにアンテナ４１
のエレメント４１ａの終端と音声出力部３１とが平行に配置されて、高周波的に結合する
ように構成されている。なお、音声出力部３１とスイッチ５４及び調整回路５２との関係
は、上述と同様である。また、音声出力部３１とアンテナ４１のエレメント４１ａは、互
いに対向する面積が等しいことが好ましい。
【００５４】
　また、（２）式に、リアクタンスＸとインダクタンスＬと周波数ｆの関係式を示す。
Ｘ＝２πｆＬ・・・（２）
　（２）式から分かるように、自己共振周波数ｆｃ以下では、周波数ｆが高いほどリアク
タンスＸが大きくなる。
【００５５】
　また、音声信号の周波数は、数十Ｈｚ～数十ｋＨｚであり、通話・データ通信に利用さ
れる周波数は、数百ＭＨｚ～数ＧＨｚである。したがって、音声信号が伝送される信号線
Ａ上に共振周波数ｆｃの調整用のインダクタを挿入しても、音声信号にほとんど影響を与
えないものと考えられる。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の一実施形態の携帯電話機を開いた状態の斜視図である。
【図２】本実施形態の携帯電話機について、操作部側筐体と表示部側筐体とを、ヒンジ部
の開閉軸を中心に閉回転し、閉じた状態の平面図である。
【図３】開状態及び閉状態における携帯電話機の内部を透過したときの様子を簡略的に示
す図である。
【図４】アンテナと電子部品がヒンジ部付近に配置されている場合の開状態及び閉状態に
おける携帯電話機の内部を透過したときの様子を簡略的に示す図である。
【図５】本発明に係る携帯電話機の機能を示すブロック図である。
【図６】携帯電話機が開状態のときの全体の回路イメージを示す模式図である。
【図７】携帯電話機が閉状態のときのアンテナ付近の回路イメージを示す模式図である。
【図８】携帯電話機の状態が開状態のときのリターンロスと閉状態のときのリターンロス
とを比較する図である。
【図９】携帯電話機が閉状態のときの全体の回路イメージを示す模式図である。
【図１０】本発明に係る携帯電話機の状態が開状態のときのリターンロスと閉状態のとき
のリターンロスとを比較する図である。
【図１１】第２の実施例における携帯電話機が閉状態のときの全体の回路イメージ図を示
す。
【図１２】本発明に係る携帯電話機の状態が開状態のときのリターンロスと閉状態のとき
のリターンロスとを比較する図である。
【図１３】音声出力部とアンテナの具体的な配置関係及び構成を示す図である。
【図１４】携帯電話機の開状態のときの外観図、閉状態のときの外観図を示す。
【図１５】図１４に示す携帯電話機の開状態のときのリターンロスと、閉状態のときのリ
ターンロスを比較する図である。
【符号の説明】
【００５７】
１　携帯電話機
３１　音声出力部
４１　アンテナ
４１ａ　エレメント
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５１　電子部品
５２　調整回路
５３　検出部（検出手段）
５４　スイッチ
Ａ　信号線

【図１】 【図２】
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